
 

意見書案第６号 

 

 

飲食料品に係わる消費税率の変更に伴う地方消費税交付金 

及び地方交付税交付金の減収分の補填を求める意見書の提出について 

 

 

 地方自治法第９９条の規定により内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、衆議院議長、参議

院議長に対し別紙のとおり意見書を提出する。 

 

 令和８年９月９日 提出 

 

牛久市議会議長 小 松 崎  伸 殿 

 

提出者 石 原 幸 雄 

賛成者 髙 嶋 基 樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１０月２日  可  決 

牛久市議会議長  小 松 崎  伸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



飲食料品に係わる消費税率の変更に伴う地方消費税交付金 

及び地方交付税交付金の減収分の補填を求める意見書（案） 

 

申し上げるまでもなく、国では、内閣総理大臣が設置した社会保障国民会議において、減

税策として、飲食料品に係わる消費税率の変更や給付付き税額控除の導入に向けた議論が行

われたことは周知の事実であります。 

この結果、政府は、８月上旬、来年の４月１日から２年間に限り、飲食料品に係わる消費

税率を現行の８％から１％に変更する旨の閣議決定を行いましたが、今後、国会で当該税率

の変更に係わる法案が可決された場合、国庫では年間の消費税収入の１５％に相当する凡そ 

５兆円が減収になると予想されております。 

ところで、２年間の期間限定とは言え、飲食料品に係わる消費税率が１％になった場合、

本市においては、地方消費税交付金と地方交付税交付金との合計で、年間凡そ４億２，００

０万円の減収になると推計されますが、そうなると、市民生活に関連する様々な事業の遂行

に支障が生じる公算が高くなると存じます。 

そこで、国においては、飲食料品に係わる消費税の期間限定での減税が実施された場合、

本市の市民生活に関連する事業の遂行に支障の生じることのない様、地方消費税交付金及び

地方交付税交付金の減収分の補填を強く求めるものであります。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

牛 久 市 議 会 

 

  

 


